
農林水産分野の改革の具体的方策
スマート農林水産業
等による成長産業化
～デジタル田園都市国家構想の推進～

農林水産物・食品の
輸出促進

農林水産業の
グリーン化
～みどりの食料システム戦略～

○ 農林水産業機械のシェアリング等を行う支援サービスの育成(「デジタル田園都市国家構想推進交付金」も活用）
○ スマート農林水産業の加速化に必要な技術の開発・実証・実装を総合的に推進

本年の輸出額が１-11月期(速報値)
で１兆６３３億円。初の１兆円突破

デジタル臨時
行政調査会等

と連携

○ 技術の進展に応じた規制改革
⇒一定の構造基準を満たす小型農業ロボットについて、公道走行の実現に資する規制の見直し
○ 人・農地施策の見直し
⇒農地バンクにより分散農地を集約し、スマート農業の展開等を後押し
○ 人への投資の強化
⇒全ての農業大学校・農業高校等でスマート農林水産業教育の実践、農業者・社会人向けスマート農業教育の全国展開開始

次期通常国会において、
これにも資する道路交
通法の改正等を目指す
次期通常国会での
農業経営基盤強化促
進法等の改正を目指す

経済対策

経済対策

○ みどりの食料システム戦略に基づき、農業者や地域ぐるみで化学農薬・肥料の低減等に取り組む水稲・野菜等の産地を創出
⇒「みどりの食料システム戦略緊急対策交付金」を活用

○ 総合科学技術・イノベーション会議等が決定したムーンショット目標「2050年までに、未利用の生物機能等の
フル活用により、地球規模でムリ・ムダのない持続的な食料供給産業を創出」に向けた投資の強化 経済対策

地球温暖化
対策推進本部

と連携

○ 全国的に農薬に頼らない病害虫防除への転換を果たすための指針を国が策定する法制度を構築
⇒国内重要病害虫全てについて、法施行後直ちに指針を策定

○ 環境負荷低減につながる新技術の開発・普及などに取り組む機械・資材メーカー等の活動の認定制度を創設し、
そのために必要な機械・施設導入の税制特例等を措置 ⇒イノベーションへの投資を促進

○ 化学農薬・肥料の低減、有機農業などに取り組む生産者や地域ぐるみの活動の認定制度を創設し、機械・施設
導入の税制特例等を措置 ⇒生産者による環境負荷低減の取組やイノベーションの実装を後押し

次期通常国会での
植物防疫法の改正

を目指す

次期通常国会での
新法案提出を目指す

実行中・着手済みの取組

今後の改革の具体的方策

実行中・着手済みの取組

経済対策

経済対策

経済対策

○ 輸出関係閣僚会議において、「農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略」を改訂
① 品目別の輸出促進団体の組織化を支援し、オールジャパンでの輸出力を強化
⇒米、日本酒、青果物等の輸出重点品目について、品目団体の組織化を強力に推進
② 在外公館・JETRO海外事務所等による主要輸出先国でのサポート体制整備
⇒輸出先国でのニーズの把握や物流・商流づくり等による戦略的サプライチェーン構築等を支援
③ リスクを取って輸出に挑戦する事業者等へのリスクマネーの供給
○ 英国が日本産農林水産物・食品の放射性物質規制撤廃のパブリックコメント開始

経済対策

○ 品目団体の認定制度の創設 ⇒当該団体が軸となってオールジャパンでの市場開拓・マーケット調査等を実行
○ 輸出向けの施設整備や長期運転資金への税制・金融上の特例措置の創設
⇒輸出にチャレンジする事業者の投資を促進

○ 輸出手続の円滑化 ⇒民間機関の証明書発行や第三者機関による植物検疫検査の一部実施の仕組みを創設
○ JAS法の対象に有機酒類を追加 ⇒海外ニーズのある有機酒類の輸出を後押し
○ 放射性物質規制を維持する14か国・地域に対する政府一丸となっての働き掛けにより早期撤廃を目指す

次期通常国会での
輸出促進法等
の改正を目指す

実行中・着手済みの取組

今後の改革の具体的方策

今後の改革の具体的方策

集積・
集約化
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